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１．はじめに 

近年社会に浸透し始めているマテリアルフロー分析は、

社会の利用する自然資源の量を明確にし、廃棄される物

質量とそれらの循環を定量化するものである。地方の環

境行政に利用する利点は大きいが、地方の施策に生かさ

れた事例は少ない。本研究では固定資産情報を活用し、

複数年に亘る詳細なデータを用いた建築物のマテリアル

ストック分析を行うことで、建築物に関する物質代謝を

明らかにする。また、本研究のケーススタディー対象地

域である岸和田市では、平成 16 年に岸和田市地域省エ

ネルギービジョンが、そして、現在岸和田市地域新エネ

ルギービジョンが策定中であり１）２)、その策定懇話会に

おいて、新エネルギーの中でも特に太陽光発電に期待が

寄せられていた。太陽光発電の導入には適切な設計計画

が必要であり3）、建築物のランニングコストの低減から

も、建築物の建て替え時に太陽光発電が導入され易いと

いう特徴がある。また、導入される要因として、環境配

慮意識や温暖化の知識の程度が考えられる一方で、環境

教育の導入機能として、環境教育を受けた子供は、家で

親に環境教育の話をすることが考えられ4）、環境教育を

きっかけとして住宅の建て替え時に太陽光発電の導入を

検討することも予想される。 

そこで本研究では、岸和田市において、積極的かつ戦

略的な環境教育を行うために、建築物を中心とした建て

替え需要を予測し、校区ごとの環境教育スケジュールを

検討していくことを目的とする5)。 
２．研究方法 

本研究の研究フローを図 1 に示す。岸和田市全域の建

築物に関する 2003 年と 2005 年のGISデータを用いて、

二時点の間に滅失した建築物の築年数、構造、延べ床面

積の属性を抽出し、建築統計年報から岸和田市における

1950 年から 2005 年までの着工建築物に関するデータを
６）用いて滅失率を推計した。正規分布による滅失スケジ

ュールの算出に当たっては、木造建築物とRC造、S造、

SRC造をあわせた非木造建築物とに分けて行った。滅失

スケジュールを用いて、建築業協会が算出した資材投入

原単位量7)を基に作成した表１に表す原単位を用いて校 

 

区別の建築資材排出量の 2015年までの予測を行った。 

将来の推計の仮定条件として、滅失した建築物の構造、 

階数、延床面積、屋根面積が同じ建築物が建て替わると

仮定して行っている。また、GISデータから建築物の外

形線で囲まれる面積、つまり、屋根面積を算出し、戸々

の建築物について太陽光発電システム導入規模の定量化

を行った。太陽光発電システムが導入可能な屋根面積の

算出は、全体の屋根面積のうち 50％が南側屋根であり、

そのうちの 90％が導入可能屋根面積であると仮定して推

計を行った。太陽光発電導入量については正規分布によ

る滅失スケジュールを用いて、太陽光発電システムの導

入率を 50％と設定した上で推計し9）、2015 年までの将

来予測を行った。表２に表す日本エネルギー経済研究所

の算出したエネルギー消費原単位を用いて10）、校区別の

エネルギー消費量と比較しながら、地域内での効果率も

算出した。 
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表１ 構造別建築資材投入原単位 

0.01360.14140.00810.09270.0010.481工場t／㎡鉄骨造

0.0260.1120.03760.25430.01971.3159住宅t／㎡鉄筋コンクリート

0.03540.20740.04040.3010.00321.6241事務所t／㎡鉄骨鉄筋コンクリート

0.0130.0160.06270.07430.13170.4321住宅t／㎡木造

その他鉄陶磁器類セメント木材砂利・石材類種類単位構造

0.01360.14140.00810.09270.0010.481工場t／㎡鉄骨造

0.0260.1120.03760.25430.01971.3159住宅t／㎡鉄筋コンクリート

0.03540.20740.04040.3010.00321.6241事務所t／㎡鉄骨鉄筋コンクリート

0.0130.0160.06270.07430.13170.4321住宅t／㎡木造

その他鉄陶磁器類セメント木材砂利・石材類種類単位構造

 

表２ エネルギー消費原単位 

 

65942.55335099.6037517.1587701.3215628.6574地域平均

40005.00917374.0116311.7343432.1112887.1545九州

50703.14715678.8838094.75711472.45614343.7085近畿

54461.72619224.0029459.2310455.37917553.987関東

107454.3482948.2394984.93053997.152515524.0195北海道

合計灯油LPG都市ガス電気

エネルギー種別消費原単位（MJ/世帯・年）

65942.55335099.6037517.1587701.3215628.6574地域平均

40005.00917374.0116311.7343432.1112887.1545九州

50703.14715678.8838094.75711472.45614343.7085近畿

54461.72619224.0029459.2310455.37917553.987関東

107454.3482948.2394984.93053997.152515524.0195北海道

合計灯油LPG都市ガス電気

エネルギー種別消費原単位（MJ/世帯・年）

 

 

 

Michitaka MIGAKI, Hiroki TANIKAWA, 

平成19年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅶ- 15



３．まとめと今後の課題 
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 2003 年から 2005 年の間の滅失率と建築年数の分布は、
図２、図３に表したとおりとなり、非木造建築物では、

ばらつきの少ない分布が見られたが、木造建築物は建築

年数 40 年あたりの滅失率が高いという分布が求められ
た。このことから、岸和田市において 1960 年代あたり
の建築物の滅失スケジュールが他の年代の建築物と比較

して、大きく異なる可能性があり、今後建築物を建築年

代別に分析する必要があると考えられる。また、滅失率

50％の建築年数が、中央電力研究所の報告書による滅失
スケジュールより、大きく下回っていた９）。 
本研究で算出した木造建築物と非木造建築物の滅失ス

ケジュールは正規分布として算出した、滅失スケジュー

ルの式に、代入する平均と分布は表３に表す。算出した

滅失スケジュールは図４に表す。また、南側屋根面積に

対する太陽光発電導入量は太陽光発電導入率 50％におけ
る、エネルギー導入量の 2007 年～2015 年までの変化を
図６に表す。図４の滅失スケジュールを用いて推計した

2015 年における各校区の建築資材排出量の将来予測は、
図５に表す。 
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太陽光発電の導入率 50％の推計結果において、2007
年から 2015 年にかけて、太陽光発電導入量が減少して
いく校区と、ほぼ一定の校区があり、それぞれ、太陽光

発電の補助事業前に環境学習を積極的に行う必要があり、

また、導入量がほぼ一定に推移した校区に対しては、補

助事業後も継続して、環境学習を積極的に行う必要があ

ると考えられる。 
 
 
 
 
 

図2非木造建築物の滅失率と建築年数の関係を表した分布 

 
 
 
 
 

図3 木造建築物の滅失率と建築年数の関係を表した分布 

表３ 正規分布の平均と分散 

 平均 分散 

木造 28.108 30.510 

非木造 22.488 9.992 

 

 

図４ 滅失スケジュール 

図５ 2015年における建築資材排出量の校区別推計結果 
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図 6 導入率50％における太陽光発電導入量 
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